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②輸出貿易機能の低下...・H・..円高， NIEs の追い上げ， 日本製造企業の海外への生産拠点の移転によ
って，総合商社の日本からの輸出貿易機能が低下した。

















日系製造企業の技術・管理と労使関係J Ií産業と経済』第 7巻第 4 号， 1993年 3 月，黒田兼一 ílí 日
本的経営』の国際化と労使関係J Ií日本の科学者~ Vol. 3, No. 2, 1995年 2 月，木元進一郎「人事考
































(6) 佐藤公久『新産業シリーズ一一商社一一』日本経済新聞社， 1993年， 118ページから150ページ。
(7) I総合商社が総合商社でなくなる日一一情報・モノで勝負の時代は終わりカンパニー制に生き残り
をかけるJ W 日経ビジネス』日本経済新聞社， 1995年 4 月。
(8) 日本貿易会編『日本貿易の現状』日本貿易会刊. 1993年， 83ページ。






























(10) 曽我信孝『総合商社とマーケティング一一80年代後半の戦略転換一一』白桃書房， 1992年， 83ベー
ジから323ページ，参照。
(11) 逸見啓・斉藤雅通『三菱商事・三井物産一一国際化時代を生き抜く総合商社一一』大月書店， 1991 
年， 117ベージから123ページ。
(12) 総合商社の三国間貿易に関しては，飛鳥茂隆「総合商社の三国間貿易についての考察J W神戸国際











上位 9 位の日本人駐在員数・現地の従業員数の推移を見ると，表 2 のようになる。 1985年から
1990年の総合商社上位9 社総合計を比較してみれば，日本人駐在員総数が 1%減少であるのに


















国際人事管理一一ロンドン店の人事管理を中心として一一J W産業と経済』第10巻第 4 号， 1996年 3
月，拙稿「総合商社のロンドン支店における日本人.駐在員の労働と生活に関する意識調査結果J W産
業と経済』第11巻第 1 号， 1996年 6 月，を参照。
(15) 日本企業の「人の現地化」に関する研究としては，吉原英樹『現地入社長と内なる国際化』東洋経
済新報社， 1989年，石田英夫「マネジメントの現地化問題J W 日本労働研究雑誌~ 1989年 6 月，永野





年 1980年 1985年 1990年 1995年
企業 派遣員 現地従業員 派遣員 現地従業員 派遣員 現地従業員 派遣員 現地従業員
住友商事海外 700人 1483人 825人 2010人 841人 2342人 784人 2749人労働力合計
伊藤忠商事海 783人 1894人 799人 2044人 783人 2385人 658人 2649人外労働力合計
三菱商事海外 906人 3099人 966人 3410人 914人 4022人 853人 4013人労働力合計
三井物産海外 991人 2286人 987人 2453人 966人 2562人 879人 3340人労働力合計
丸紅海外 965人 2390人 1036人 2740人 1081人 2682人 780人 2847人労働力合計
日商岩井海外 911人 1505人 674人 1669人 632人 1870人 528人 2037人労働力合計
ニチメン海外 112人 320人 118人 399人 131人 511人 129人 593人労働力合計
トーメン海外 196人 528人 211人 615人 231人 778人 195人 873人労働力合計
兼松海外 124人 447人 144人 428人 125人 442人 145人 597人総労働力計
総 -@- 計 5388人 13952人 5760人 15768人 5704人 17594人 4951人 19698人
住友商事，伊藤忠商事，三菱商事，三井物産，丸紅，日商岩井，ニチメン， トーメン，兼松の1980年 3 月. 1985年 3 月，
1990年 3 月. 1995年 3 月の『有価証券報告書総覧』より作成。
















伊藤忠商事では， 2000年までに，少なくとも 100 人の現地人スタッフを各海外店での経営幹
部に登用する計画をたててし、る。伊藤忠商事は， iNEW CIJ として「国際総合企業」という
理念を打ち出している。
伊藤忠商事の場合，北米総支配人，日本本社の取締役副社長として，韓国系アメリカ人の J























(17) W有価証券報告書総覧一一伊藤忠商事株式会社一一』大蔵省印刷局， 1993年 3 月， 8 ベージ。
(18) 日系企業における賃金・職位格差による男女差別・人種差別問題に関しては，稲別正晴「在米日系
企業の現地化の課題(1)一一『雇用差別』について一一J W経済経営論集』桃山大学，第34巻第 3 号，
1992年， 9 月，花見忠編『アメリカ日系企業と雇用平等』日本労働研究機構， 1995年， r米国進出日
系企業と雇用平等J W海外労働時報~ No.191 , 1992年 8 月，山川隆一「在米日系企業とアメロカ雇用





















表 3 93年 9 月末から95年 9 月末の人員減少数 93年 9 月末から95年 9 月末の人員減少率
l 男子社員|女子社員|男・女合計 l 男子社員|女子社員|男・女合計
三菱商事 I L.39人| ム198人| ム237人 I I 三菱商事| ム0.6% I ム6.3% I ム2.4%
三井物産| ム480人| ム283人 I L.763人 I I 三井物産| ム7.9% I ム10.0% I ム8.5%
:同:-j------~i~~~--~----~ii6~-f------1~-i~~
住友商事 I L. 171人 I L.167人 I L.338人
日商岩井| ム283人 L.85人 I L.368人
トーメン I L.380人| ム110人| ム490人
伊藤忠商事 I L.3.6% I ム1.3% I ム3.1%
丸紅 I L.5.9% I ム8.0% I ム6.5%
住友商事| ム3.5% I ム8.8% I ム5.0%
日商岩井| ム7.0% I ム7.1% L.7.0% 
トーメン I L.14.4% I L.12.0% I ム13.8%
兼 松|ム185人|ム142人 I L.327人 I I 兼 松|ム8.6% I ム18.3% I ム11.1%
ニチメン| ム205人 ム25人| ム230人 I I ニチメン| ム9.7% I ム3.6% I L.8.2% 
9 社合計|ム2.282人|ム1. 183人 I L.3.465人
「商社レポート J No.149. 1996年 1 月 24 日. 27ページ。






表 4 9 商社の95年 9 月末従業員数と95年度中聞の人件費総額
(カッコ内前年同期比増減ム印は減少〉
9 月末従業員数
男子社員数 女子社員数 tE3 h 
9 月末人件費
計
95/9 6.551人 (ム64人) 2.946人(ム200人) 9.497人(ム264人) 633億円(+ 20億円)
三菱商事 ーーーーー・・.ーー ーーーー，ー---ーー-----------咽，ー------- 骨ーーーー・ーーーーーーーーーーーーーー---ーーーー ーーーーー-----ーーーーーーーーーーーーーー・・ー-ー--- 合ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ー-----ー
94/9 6.615人 ( +25人) 3.146人(+ 2人) 9. 761人 ( +27人) 613億円(ム5億円)
95/9 5.624人(ム304人) 2.549人(ム145人) 8.173人(ム449人) 545億円(+ 5億円)
三井物産 ーーーーーーー-- ーーーー---------ー-----ーーー--ーー------ ーーーーーーーーーーーーーーーーー・ーーーーーー，事骨』ーー ーー・ーーー'ーーーーーーーーーーーー・・一ーーー，ーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー，ーーー ーー，
94/9 5. 928人(ム176人) 2.694人(ム138人) 8.622人(ム314人) 540億円(ム10億円)
95/9 5.601人(ム137人) 1. 726人(ム25人) 7.327人(ム162人) 414億円( +24億円)
伊藤忠商事 ーーー・・ー.ーー ーー・ーーーーーーーーーーーーーーーー，ーーーーーーーーーーーー ー明F 司 F ーーーー-_.・------------_ー，ー-- ーーー・ー・"---ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・ー --_---ーー---ーーーーー-ー-------骨骨ーーーーー
94/9 5. 738人 (ム75人) 1. 751人(+2人) 7.489人 (ム73人) 390億円(ム20億円)
95/9 5.174人(ム242人) 1. 722人(ム128人) 6. 896人(ム370人) 310億円(ム9億円)
丸 紅 ーーー・---ーー. ------ーー・--ーーーーーー-ーーーーーー・・ーー』ー-- ーーーーーー-----・----ーーーー曲 b ・ーーー・.-ー ーーーーー』ーーーーーーーーーーーーーーーーー--- ーーーーー・._.・ーーーーー・ー------ーー--------
94/9 5.416人 (ム85人) 1, 850人(ム22人) 7.266人(ム107人) 319億円(ム14億円)
95/9 4.651人(ム164人) 1, 730人(ム133人) 6.381人(ム297人) 444億円(+ 22億円)
住友商事 ーー-ー・・--ー -ーーーーーーーー・F ・ーーーーー・ーー-ー-----.ーーー・・.- -----------ーーーーー，ーー-----.・・ーーーー ーーーー--ーー--骨僻ーー宇 E・ーー---ー---------- ----ーーーー・+・------ー----------ーーーー圃
94/9 4.815人 (ム7人) 1. 863人(ム34人) 6.678人 (ム41人) 422億円(ム22億円)
95/9 3. 756人 (6203人) 1. 104人(ム75人) 4.860人(ム278人) 269億円(+6億円)
日商岩井 ーー』ーー・・ーー ー値ー'ーー』・・・ー.ーー・ー・・--ーーーーーー・.ーーーーー. ー剖・ーーーー--・・ーーー』・ー・-_-----_- ーー・・・ーー---・ー・---ーーーーー・..酔'ーーーーー-ー--- ーーーーーーーーーー_.砂ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーォ
94/9 3.959人 (ム80人) 1, 179人(ム10人) 5. 138人 (ふ90人) 263億円(ム11億円)
95/9 2.261人(ム137人) 806人(ム84人) 3.067人(ム221人) 154億円(ム15億円)
トーメン -ー・・F ーー-- ----_・.-骨司・ーーー----ーーー.ー--・ーーーー--伊ーーー ー----ーーー----ーーーー---司'ーーー---ーーー ー---ーーーー--ーーーーー---骨----_-ーーーー--- ー・ 4 ・.ーーーーーーーーーー・ーーーーーーーーー------ー
94/9 2.398人(ム243人) 890人(ム26人) 3. 288人(ム269人) 169億円(+6億円)
95/9 1. 977人(ム132人) 635人(ム78人) 2.612人(ム210人) 114億円(ム13億円)
兼 松 -ー・-----_- 司圃-_-------司・ー---------.・・ーーーー，ーーーー ーーーーーーーー--------_ー司・ーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー・ーーー---- ーーーー，ー・・ーーーー_---ーーー----ーー，ー--明._-
94/9 2. 109人 (ム53人) 713人(ム64人) 2.822人(ム117人) 127億円(ム5億円)
95/9 1. 903人(ム102人) 666人(ム29人) 2.569人(ム131人) 134億円(ム3億円)
ニチメン ーーー------ ---ー----_.・ー---ーーーーー，ーーーーーーー-ーーーー ----ーーーー.ーー---桐--------------- -_--_.・ー--・----ー----------・岨------ ーー---.仲・ーー咽ーー司._.・司ーーー---ーーーーー----ー
94/9 2.005人(ム103人) 695人(+4人) 2. 700人 (ム99人) 137億円(+8億円)
95/9 37.498人 (6 1. 485人) 13.884人(ム897人) 51, 382人(ム2.382人) 3.017億円( +37億円)
9 社合計 ーー・・・ーー・.ーー -・・・ー_.幽ー・---ー』ーー----ー・・・-------- ー----ーーー-----ー司圃--宇ーーーーー司------ ーーーーーーーーーーーーーーーー・ F ーーーーーーーーーーーーー，ー ー----砂ーーーーーーーーーーーーーー-----ーーーーーーー
94/9 38.983人(ム797人) 14. 781人(ム286人) 53. 764人(ム1， 083人) 2. 980億円(ム73億円)
注)各社の人件費は従業員給与， 同賞与， 退職金， 福利費等を合算したもので， カウントの仕方に各社で若干の違いあ
り。記載金額は，中間発表時に各社が明らかにした数字。








として， 1994年 4 月に，アジア 7 カ国に31名を派遣している。市場戦略要員は， 2 年間に一人
当たり 3000万ドル(約30億円〉相当の新規事業の開拓が目標づ、げられてい宮;



































業の経営行動』ミネノレヴ、ァ書房. 1991年，同「国際経営の今日的課題J W経営行動dI Vol. 10, No. 1, 
1995年 3 月，などを参照。

































、本企業』草思社， 1995年，尼子哲男『日本人マネジャー一一国際企業を伸ばす 7 つの課題一一』創元
社， 1992年，白木三秀『日系企業の国際人的資源管理』日本労働研究機構， 1995年，がある。
(24) 逸見啓・斉藤雅通，前掲書， 99ページから103ページ。
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また，総合商社の国際人事管理のもう一つの特徴は，海外日本人駐在員の異動等の人事権を
各商品部門の所属長が掌握しているケースが多い点にある。日本の本店の人事部や海外の人事
担当者は商品部門所属長の承認のもとに異動等をおこなうアシスタントとしての性格が強いと
言えよう。
最後に，総合商社の国際事業戦略が日本経済に与える影響について見ることにしたい。
総合商社は，日本製造企業の海外直接投資のパック・アップ事業推進をおこなっており，日
本製造企業の生産拠点の海外移転を促進し，日本の産業空洞化をはやめる役割を果している。
反面，総合商社の日本製造企業の海外直接投資のパック・アップ事業推進は，経営的観点から
見れば，総合商社の日本巨大企業の競争力の維持・強化への貢献と言うことができょう。
また，総合商社の国際事業戦略の展開は，結果として，国内における総合商社の「大問屋機
能」の見直しを促進し，総合商社の小売事業への進出や流通ノレートの再編をはやめ，商業大資
本主導による流通市場の改編を押し進めることとなっている。
(25) 曽我信孝，前掲書， 101ページから105ページ。
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